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1.はじめに 

福井県では、昨年 11 月に、国民保護法(武

力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律)に基づき、国と地方との

共同による実動訓練を、全国で初めて実施

しました。ここでは、本県の国民保護計画の

取組みや今回の訓練の概要、訓練の成果や

課題などについて説明します。 

なお本県では、訓練終了後に、地元自治体

と協力し、避難訓練に参加した世帯や参加

機関などにアンケート調査を実施し、現在、

その結果をとりまとめております。 

今後その結果などについて詳細に検討を

行い、年度内に開催予定の「福井県国民保護

協議会」などに報告し、昨年 7 月に全国に

先駆けて作成した「福井県国民保護計画」の

修正や、来年度以降の訓練内容などに反映

させる予定であります。 

 

 

2 国民保護計画の作成について 

本県には、15 基の原子力発電所が立地し

ていることや、日本海に面し長い海岸線を

有するといった特性、さらには、過去に拉致

問題や不審船問題が発生しており、有事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に対する県民の関心にも高いものがありま

す。 

また、有事への対応には一刻の猶予もな

らないことから、国民保護法の施行や国の

基本指針、モデル計画が公表される前であ

りましたが、国や市町村、県内の防災関係機

関の協力を得て、平成 16 年 7月に、国民保

護計画の策定のための準備会を設置し、計

画の検討を開始しました。 

さらにこうして作成した県版の国民保護

計画の作成課程で生じた課題等を、国へ提

言し、国の基本指針やモデル計画に反映さ

れています。 

昨年 4 月には、第 1 回国民保護協議会を

開催し、協議会では、原案どおり答申をいた

だきました。直ちに、国との協議を開始し、

昨年 7 月に閣議決定を受け、全国で最初の

国民保護計画を正式に公表しました。 

 

 

3 国民保護計画と訓練の関係について 

「福井県国民保護計画」の冒頭部分に、

『…この計画で想定する武力攻撃は、近年

我が国では先例がなく…、また、今後の国際

情勢次第では、想定する武力攻撃の修正も
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ありうる。県は今後とも国民保護等訓練等

を通じて、随時、計画の検証を行い、より実

効性の高い計画となるよう努める。』と記述

しているとおり、作成した計画が実際に円

滑に作動するかどうかは、訓練等を通して

検証する必要があります。 

そこで、平成 17 年中に国民保護計画に基

づき訓練を実施し、必要に応じて計画の内

容を修正することとしました。 

 

 

4 国民保護訓練の準備について 

国では、平成 17 年度に、地方自治体と共

同で、国民保護法に基づいた訓練(実働と図

上)を実施することを予定しており、本県と

しても、一昨年の早い段階から、図上訓練の

実施を国へ要望していました。国からは、昨

年当初、本県の国民保護に対する取組みや

県内に多くの生活関連等施設(原子力発電

所)が立地しているとの実情を考慮し、本県

に対して実動訓練を実施してはどうか、と

の話しがありました。 

本県としては、より実践的な訓練を行う

ことにより、計画をより実効性あるものと

し、なによりも県民の安全・安心の確保につ

ながることや、県内の市町村国民保護計画

作成の促進、さらには県民への意識啓発に

つながると考えました。このため、毎年実施

している原子力防災総合訓練が、今年度は

美浜町内で実施する予定であったことから、

地元の美浜町や隣接する敦賀市などの意見

を聞きながら、昨年の 11 月 27 日(日)に、

国民保護実動訓練を実施することとしまし

た。 

この訓練は、「国民保護法に基づき、国、

県、地元市町、関係機関および地域住民が一

体となった実動訓練を実施し、関係機関の

機能確認および関係機関相互の連携強化を

図るとともに、国民の保護のための措置に

対する国民の理解の促進を図る。」ことを目

的として実施しました。主催は、内閣官房と

福井県、地元自治体の美浜町と敦賀市で、訓

練の想定は、「原子力発電所がテログループ

による攻撃を受け、同施設の一部が損傷を

受けたことにより、放射性物質が放出され

るおそれが生じる」こととし、武力攻撃事態

対処法に定める緊急対処事態に対応する訓

練としました。 

訓練の実施までの準備としては、内閣官

房との間で、昨年 4 月から 6 月までは、大

まかな訓練想定や訓練実施場所、実施時期、

実施内容などの調整、7月から 9月までは、

実施期日や詳細な訓練想定内容、住民避難

を中心とした各訓練内容の調整を行い、9月

以降は、すべての参加予定機関が出席した

調整会議を計 3 回、美浜町内で開催しまし

た。 

また、消防庁や警察庁、防衛庁、経済産業

省原子力安全保安院や海上保安庁など本省

の各担当者との合同会議も開催されました。 

訓練では実際に住民の避難訓練を実施す

ることから、要避難地域となる美浜町と敦

賀市の各地区の住民に対しては、本県や美

浜町、敦賀市の担当者が、直接各地区で説明

会を開催し、自主的な訓練参加についての

協力を要請しました。 
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5 国民保護訓練の実施概要 

訓練参加者などの実績は以下のとおりで

す。また訓練の主なフローは、表 1 のとお

りとなっています。 

主な訓練の実施場所としては、国や福井

県、美浜町、敦賀市の緊急対処事態現地対策

本部は、福井県美浜原子力防災センター(美

浜オフサイトセンター)内に設置し、後方支

援として、福井県敦賀原子力防災センター

(敦賀オフサイトセンター)を開設しました。 
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また、福井県と美浜町は、各緊急対処事態

対策本部を、それぞれ福井県庁と美浜町役

場内に設置し、避難所・救護所は、美浜町保

健福祉センター内に設置しました。 

要避難地域は、美浜町は丹生、竹波、菅浜

の各地区、敦賀市は、西浦地区としました。 

 

 

6 実動訓練の主な内容 

(1)緊急対処事態現地対策本部設置運営訓 

練 

美浜オフサイトセンターにおいて、国、福

井県、美浜町、敦賀市、事業者など関係機関

の連携により合同対策協議会等を運営しま

した。 

 

①美浜オフサイトセンターへの要員派遣 

②首相官邸とのテレビ会議 

③合同対策協議会の運営(対応方針決定

会議、全体会議、機能班会議、現地連絡

会議) 

 

(2)緊急対処事態対策本部等設置運営訓練 

福井県および美浜町、敦賀市(敦賀市は想

定)において、緊急対処事態対策本部等を設

置し、各種会議や避難の指示などの国民保

護措置を実施しました。 

 

①福井県 

・要員の参集、国民保護対策連絡室およ

び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

・警報の通知、避難の指示、警戒区域の設

定、防衛庁長官に対する国民保護等派遣

の要請 

②美浜町など 

・対策本部会議の運営 

・警報および避難の指示の伝達 

 

(3)住民等避難訓練 

避難の指示や避難実施要領に基づき、美

浜町や敦賀市、消防、自衛隊、県警察、海上

保安庁などにより、要避難地域の住民など

の避難誘導を行いました。(要避難地域は図

1のとおり) 

①一次避難(屋内への避難) 

②二次避難(域外への避難) 

③原子力発電所従業員の避難 

 

(4)避難住民等救援訓練 

①避難所の運営 

②緊急被ばく医療 

・緊急時医療本部の設置運営 

・医療資機材の搬送および点検 

・ヨウ素剤等の搬送・調剤 

・スクリーニング 
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・緊急搬送 

③安否情報の収集・報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)災害対処訓練 

①警戒区域の設定や交通規制の実施、ヘ

リテレによる映像の伝送 

②緊急時モニタリングの実施 

 

(6)緊急時情報伝達訓練 

①地域住民への警報等の伝達 

②各種無線による通信訓練、衛星車載局

等による画像伝送 

 

 

7 実動訓練の成果と課題 

今回の訓練は、全国で最初の国民保護法

に基づく実動訓練ということもあり、まず

は法律に定められた基本的な事項である、

関係機関との情報伝達、住民などの避難、医
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療の提供などの救援といった流れを確認す

ることに重点を置いて実施しました。 

訓練を通して、参加者はもとより、国民、

県民全体に国民保護についての基本的な理

解を、体験を通して深めていただく機会と

なったものと考えております。 

また、国や関係市町村など関係機関が相

互に、法で定められた国民保護計画に基づ

く必要な連携を図る上で実効性があったと

も考えています。 

特に、 

①県の計画に基づき、国などと情報伝達

の連携が図られたこと。 

②参加住民に、警報やサイレンなどを通

じて国民保護の流れを体験していただ

いたこと。 

③屋内避難から域外避難へ変更の訓練、

また小型巡視船や大型巡視船、ヘリコプ

ターやバスなどを使った大規模な訓練

を実施できたこと。 

 

④避難の誘導において、消防、警察、自衛

隊が、計画的にそれぞれの役割を果たし

たこと。 

⑤初動体制として、国民保護対策連絡室

の設置や国や電力事業者に対する原子

炉の運転停止の要請の手続が円滑に実

施できたこと 

 

など、実動訓練を実施した意義は大きか

ったと思っています。 

また、現在、訓練の検証結果をとりまとめ

中ですが、訓練の課題として考えているこ

とは、 

①住民の安全の確保に関する情報を、正

確かつ的確に伝達することができたか。 

②訓練当日の悪天候を考慮した避難ルー

ト代替案に柔軟に対応できたか。 

③高齢者や子供などの災害時要援護者や

観光客など一時滞在者の避難対策の問

題 

などです。 

今後、アンケート結果なども踏まえ、訓練

の成果を十分に点検し、明らかになった問

題をもとに、国民保護計画の見直しなどを

検討していきます。 

また、今回の訓練の成果を踏まえ、国民保

護協議会で議論しながら、今後の訓練想定

や訓練内容を検討していきたいと考えてい

ます。 
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8 最後に 

国民保護訓練の作成や実動訓練の実施な 

など、本県では積極的に国民保護に取組

ん 

できましたが、こうした取組みを他県の

参 

考にしていただけたものと思っています。 

また、国、福井県、県内市町村および関 

係機関が、相互の連携をより一層強化し、 

本県における有事やテロ対策がより一層、 

充実・強化されることとなり、安全・安心 

な県民生活の実現につながるものであり、 

国民保護に対する取組みを、今後とも継

続 

して推進していきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


